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トピックス-１
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平成３１年４月２２日新市長就任

（相模原市ＨＰより抜粋）
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トピックス-２
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「持続可能な開発目標（SDGs：Sustainable Development 
Goals[エス・ディー・ジーズ]）とは、2001年に策定されたミレ
ニアム開発目標（MDGs）の後継として、2015年9月の国連

サミットで採択された「我々の世界を変革する：持続可能な
開発のための2030アジェンダ」に記載された2016年から
2030年までの国際目標です。
持続可能な世界を実現するための17のゴール（目標）と169
のターゲット（取組・手段）から構成され、地球上の誰一人と
して取り残さない（no one will be left behind）ことを誓って
います。SDGsは発展途上国のみならず、先進国も含めた

全ての主体が取り組む普遍的なものであり、我が国におい
ても積極的な取組が進められています。

持続可能な開発目標（SDGs）とは

持続可能な開発目標（SDGs）に沿った取組状況について、日本経済新聞社産業地域研究所による、全国815市区（回答は658市区）を対象にし
た「SDGs（持続可能な開発目標）先進度調査」が行われ、調査結果を点数化したランキングにおいて、相模原市が全国総合6位（首都圏で1位）の
評価を得ました。
調査結果については「日経グローカル355号」で発表されています。

持続可能な開発目標（SDGs）先進度調査で相模原市が全国6位に！

（相模原市ＨＰより抜粋）
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（東海旅客鉄道株式会社作成「中央新幹線（東京都・名古屋市間）環境影響評価書【神奈川県】」に一部加筆）

・リニア中央新幹線駅が
本市「橋本駅付近」に
建設予定

■期待される効果
・業務、商業、文化などの多様な都市機能の充実
・交流人口の拡大
・税収の増加 ・シティセールス効果 など

トピックス-３

リニア中央新幹線の駅が橋本駅付近に建設予定

写真提供：東海旅客鉄道株式会社
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首都圏南西部の新しい玄関口へ！！

令和９年開業予定
（品川－名古屋）

・車両基地も緑区鳥屋に
建設予定
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6（広報さがみはら 平成30年8月15日号より抜粋）

トピックス-４
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トピックス-５

財政健全化指標の状況

1 実質公債費比率は 20指定都市で2位

2 将来負担比率は 20指定都市で5位

3 財政力指数は 20指定都市で8位

4 全債務の歳入に対する割合※は
20指定都市で1位

市章

※全債務の歳入に対する割合：（全会計市債残高+債務負担行為支出予定額）を歳入合計で除した割合（P19参照）

財政状況
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(平成３０年度決算)

相模原市は、財政健全化指標の定着等により、格付け取得（STANDARD&POOR’S社）を
平成25年2月からとりやめています。



1. 相模原市のプロフィール
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相模原市は神奈川県北部、首都圏の南西部に位置しており、

東京都心から30～60Ｋｍ圏内にある人口約72万人の都市

相模原市は神奈川県北部、首都圏の南西部に位置しており、

東京都心から30～60Ｋｍ圏内にある人口約72万人の都市

相模原市の概要-1

9
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相模原市の概要-2

市の沿革

昭和29年 市制施行

昭和30年 工場誘致条例制定

昭和33年 市街地開発区域第１号指定

昭和40年代 年間２万人以上の人口増加を経験

ベッドタウン化の進行

平成11年 業務核都市指定

平成15年 《中核市へ移行》

平成18年 津久井町、相模湖町と合併

《内陸工業都市として発展》

《全国でもまれにみる人口急増都市》

昭和30年 35年 40年 45年 50年 55年 60年 7年 12年 17年 22年平成2年

平成22年 《指定都市へ移行》

0

70万人

717,544

（全国で１９番目、戦後誕生した市としては初）

６５歳

（指定都市平均117歳）

平成19年 城山町、藤野町と合併

相模原市の人口推移

80,991

<相模大野駅付近から北西側を望む>

720,780

27年

10

平成26年 市制施行60周年
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相模原市の概要-3

<JAXA 相模原キャンパス(宇宙科学研究本部)>

西部の津久井地域は、丹沢の

山々と湖が、水源地の豊かな自然

環境を形成

東部の旧相模原市地域は、

平坦な市街地において密度

の高い土地利用が進む

美大・医大などの多様な大学やＪＡＸＡ

等、学術・研究機能が集積する都市<相模湖周辺>

<橋本駅周辺>

○「潤水都市 さがみはら」
に込められた思い

・相模川の豊かな流れや道志川の清流、相
模湖、津久井湖、宮ヶ瀬湖など首都圏の水が
めを有しています。
・清らかな水・豊かな自然に恵まれ、市民の
心も潤いに満ちています。
・戦後生まれ初の政令指定都市で若く活気に
あふれ、「純粋」という言葉にかけています。

11



2. 財政状況について

市章

小粒だけど堅実な財政運営
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財政規模

小粒だけど堅実な財政運営

平成30年度普通会計決算収支状況

（百万円）

平成30年度普通会計決算規模

歳出総額比較

8,164 実質収支比率 4.8%

297,262

288,040  

9,222

財政規模は指定都市

20位／20都市

（指定都市の

歳入平均 696,533百万円）

項目 金額 備考

歳入総額

歳出総額

歳入歳出差引

実質収支

市民一人あたりの歳出決算額比較

（千円）

財政規模は指定都市の中で最も小さな規模

市民一人あたりの決算額も最も少額

市民一人あたり
の歳出決算額

（千円）
413.8

指定都市
20位／20都市

※「一人あたり」の指標の積算は、1月1日現在の住民基本台帳人口割

13

（億円）
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(41.2%)

127,892

(43.0%)

市税

114,350

(39.1%)

(20.0%)

54,851

(18.5%)

その他

67,173

(23.0%)

(0.6%)

1,725(0.6%)

地方譲与税

1,701(0.6%)

(5.1%)

13,757

(4.6%)

地方交付税

13,580

(4.6%)

(23.4%)

69,846

(23.5%)

国県支出金

68,269

(23.3%)

(9.8%)

29,191

(9.8%)

市債

27,486

(9.4%)

指定都市平均

平成30年度

平成29年度

歳入について-1

（百万円）

歳入は約2,973億円で、前年度より1.6％増加

個人住民税や固定資産税の増収などにより市税収入は前年度比11.8％の増加

市税収入は市の歳入の約４割を占めており、平均と比べ高い割合となっている

歳入

297,262百万円

292,559百万円

14

平成30年度
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個人市民税は県費教職員の給与負担等の権限

委譲に伴い所得割額が増加したこと等により増

収、固定資産税は新規法人の市内進出や法人

の設備投資が促進されたことにより増収

市税総額は増収

他市に比べ、個人市民税の割合が大きく、法人

市民税の割合が小さい

 5割以上を自主財源が占める

規模は小さくても十分な財源調達

歳入について-2

市税収入額

（百万円）

個人

市民税

法人

市民税

固定

資産税
その他 計

平成29年度 45,159 6,800 44,882 17,509 114,350

平成30年度 58,580 6,670 45,180 17,462 127,892

相模原市
指定都市

平均 Ｈ29： 9位/20都市

Ｈ30： 9位/20都市
54.0% 53.5%

市税の状況 自主財源比率

15

39.9%

45.8%

個人市民税

39.5%

10.5%

5.2%

法人市民税

5.9%

35.6%

35.3%

固定資産税

39.3%

14.0%

13.7%

その他

15.3%

指定都市平均

（平成30年度）

平成30年度

平成29年度

56.4 55.6
58.2

50.6
54.0 

55.4
54.1 54.2

49.2

53.5

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

H26 H27 H28 H29 H30

相模原市

指定都市平均

（％）
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平成30年度の財政力指数（H28～H30の3ヵ年平均）は「0.90」

川崎市、名古屋市、さいたま市、横浜市、千葉市、大阪市、仙台市についで８位

歳入について-3

0.94 0.93 0.93 0.91 
0.90 

0.85 0.86 0.86 0.87 0.86 

0.70

0.90

1.10

H26 H27 H28 H29 H30

相模原市
指定都市平均

財政力指数

相模原市 0.90
8位 / 20都市

指定都市平均 0.86

財政力指数（3ヵ年平均）

市税等の自主財源の割合が高く、自立的で安定的な財政運営

1.01 0.99 0.98 0.97 0.94 0.93 
0.91 0.90 0.90 0.89 0.88 

0.83 0.83 0.80 0.80 0.80 
0.74 

0.72 0.72 0.71 

0.00
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1.00

1.20

川
崎
市

名
古
屋
市

さ
い
た
ま
市

横
浜
市

千
葉
市

大
阪
市

仙
台
市

相
模
原
市

静
岡
市

福
岡
市

浜
松
市

堺
市

広
島
市

京
都
市

神
戸
市

岡
山
市

札
幌
市

新
潟
市

北
九
州
市

熊
本
市

16



市章

(20.5%)

68,970

(23.9%)

人件費

69,746

(24.6%)

(26.4%)

82,558

(28.7%)

扶助費

80,044

(28.2%)

(11.6%)

25,466

(8.9%)

公債費

25,411

(9.0%)

(10.9%)

22,770

(7.9%)

普通建設事業

19,268

(6.7%)

(9.4%)

35,947

(12.5%)

物件費

34,959

(12.3%)

(21.2%)

52,329

(18.1%)

その他

54,120

(19.1%)

指定都市平均

平成30年度

平成29年度

 歳出は約2,880億円で、前年度より1.6％増加

 難病患者医療費給付事業の権限委譲や障害者福祉の充実などにより扶助費が増加

 小・中学校の空調設備整備事業や清掃工場の設備改良工事などにより普通建設事業費が増加

 他都市に比べ 人件費の割合は高いが、市民一人あたりの人件費は少ない

公債費の割合は低く、市民一人あたりの公債費も少ない

歳出について-1

歳出

（百万円）

283,548百万円

288,040百万円

市民一人あたりの人件費

約96,009円（指定都市5位）

平成30年度

市民一人あたりの公債費

約35,450円（指定都市1位）

指定都市平均約58,564円指定都市平均約103,123円

17
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人件費 退職手当や時間外勤務手当等

の減少により減

扶助費 難病患者医療費給付事業の権

限委譲や障害者福祉事業の充

実などにより増

公債費 横ばいから若干の増加

扶助費は増加したが、人件費の減少

により義務的経費の割合は減

歳出について-2

1 2義務的経費の推移 歳出に占める義務的経費の割合

53.0 

55.6 

57.7 

61.8 61.4 

53.3 

53.8 54.7 

57.6 58.0 

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

55.0

60.0

65.0

H26 H27 H28 H29 H30

(%)

相模原市

指定都市平均
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42,452 42,739 42,735

69,746 68,970

68,346 74,431 77,004

80,044 82,558

23,252
23,267 24,536

25,411 25,466

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

H26 H27 H28 H29 H30

（百万円）

人件費 扶助費 公債費

144,275

176,994

134,050 140,437

175,201

98.1 98.0 

102.5 

98.4 98.1

95.8 
94.8 

96.9 96.3
96.1

85.0

90.0

95.0

100.0

105.0

H26 H27 H28 H29 H30

（%）

相模原市
指定都市平均

3 経常収支比率

市税などの歳入増、行政改革の

推進による歳出の削減によって

数値が改善
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市債残高と財政健全化指標について-１

建設債等の残高は横ばいから若干の減少

臨時財政対策債の残高は年々増加

（残高の約５０％を占める）

市債残高 （普通会計）

29年度末 30年度末
指定都市

平均

順位

（20市中）

市債残高

（億円）
264,169 269,917 899,914 2位

市民一人あたりの

市債残高（千円）
367.8 375.7 654.8 3位

歳入総額に対する

市債残高の倍率
0.90 0.91 1.28 3位

健
全
化
指
標

実質赤字比率 － － － －

連結

実質赤字比率
－ － － －

実質公債費

比率
2.9 2.7 7.9 2位

将来負担比率 39.0 33.3 92.3 5位

市債残高の状況

19

平成30年度末現在 相模原市
指定都市

平均

指定都市中の

相模原市の順位

（A) 全会計の市債残高 375,038 1,545,464 1位

（B) 債務負担行為

翌年度以降支払予定額
58,551 127,651 5位

（C) 計

（A)+（B）
433,589 1,673,115 1位

歳入総額に対する

（C)の倍率
1.46 2.39 1位

（百万円）
全会計の市債残高と債務負担行為

158,849 154,954 146,226 139,025 134,573

102,232 108,747 113,649 125,144 135,344

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

H26 H27 H28 H29 H30

臨時財政対策債 建設債等

259,875261,081 263,701 264,169 269,917

（百万円）
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実質公債費比率は前年度から０．２ポイントの減、将来負担比率は前年度から５．７ポイントの減

いずれの指標も本市財政の健全性を示すものとなっている

札幌市

仙台市

さいたま市

千葉市

横浜市

川崎市

相模原市

新潟市

静岡市

浜松市

名古屋市

京都市

大阪市

堺市

神戸市

岡山市

広島市

北九州市

福岡市熊本市

指定都市平均

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

0.0 2.0 4.0 6.0 8.0 10.0 12.0 14.0 16.0

将来負担比率と実質公債費比率による比較（平成30年度決算）

実質公債費比率 (％)

(％)

将
来
負
担
比
率
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市債残高と財政健全化指標について-2 

健全化指標
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3. 「潤水都市さがみはら」
の発展の可能性

これからの街、さがみはら
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発展の可能性

アクセス性の向上に向けた交通インフラの整備

平成26年10月に、
工事実施計画が認可された
リニア中央新幹線。
平成39年の品川・名古屋間の
開業をめざし、JR東海が整備
を進めています。

約214㌶の広大な相模総合補給廠。
平成26年9月には、その一部、約17㌶が国に

返還され、首都圏南西部の交通ネットワーク
の充実や、都心へのアクセス性向上など利便
性を高めるため、小田急多摩線の延伸に向
けた取り組みも進めています。

市内に2カ所のイン
ターチェンジ（ IC）が
設置され、市内区間
の全線が開通した圏
央道。首都圏の高速
道路を連結する環状
道路として主要都市
へのアクセス向上が
期待されます。

小田急多摩線
延伸計画

共同使用
約35㌶

返還
約15㌶ 相模原駅

返還（鉄道・道路用地）
約2㌶

矢部駅
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4.堅実な財政運営の堅持に向けて
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さがみはら都市経営ビジョン 平成17年策定 ⇒具体的な行動計画としてアクションプランを策定

さがみはら都市経営指針 平成25年策定 ⇒具体的な行動計画として実行計画を策定

第２次さがみはら都市経営指針 平成29年策定 ⇒「新・相模原市総合計画後期実施計画」連携し、具体的な行動計画として

実行計画を策定

堅実な財政運営の堅持に向けて-1

年 次 上限目標 実 績（うち臨時財政対策債） 備 考

Ｈ23～25（3か年）
1,000億円

（平均333億円/年）
993億円（ 424億円） 達成

Ｈ26～28（3か年）
950億円

（平均317億円/年）
691億円（ 373億円） 達成

Ｈ29～31（R1）（（3か年）
300億円

（平均100億円/年）
－ 目標額は臨時財政対策債を除く額

財政健全化法などで求められる公債費（償還額）や残高の規制だけにとどまらず、

平成23年度以降、借入れ時の自主的な目標を設定し、自律的で持続可能な財政運営を目指す

目標額、実績額は、いずれも一般会計

民間活力導入の促進

積極的な歳入確保

債権回収の強化

受益者負担の適正化

1 独自に起債上限額をルール化

2 行財政改革の断行

主な取組

起債上限額の目標設定状況と実績

市単独事業の扶助費等

の見直し

職員定数の適正管理

公共施設マネジメントの

推進

アクションプラン 平成17～21年度 85項目を設定
効果額

約76億円

アクションプラン
改定版

平成22～24年度
達成済み項目を除く

72項目を設定

効果額

約17億円

実行計画 平成25～28年度
さがみはら都市経営指針

に基づき

46項目を設定

効果額

約21億円

第２次
実行計画

平成29～31年度
(令和元年度)

新たに策定された第2次都市経営指針に

基づき59項目を設定

25
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市民向け情報、投資家向け情報ともに、適時性を持った積極的な財政情報の公表・公開を推進

 機関投資家等の個別訪問

 HP等での、適時／公平／継続的な情報公開

堅実な財政運営の堅持に向けて-2

 財政パンフレット （予算事始）

 相模原市財政の状況

 他都市比較で見る相模原市財政の状況

 市HPへのIR情報掲載

 財務諸表関連情報は附表を含め全文を市HP

に掲載

相模原市のIR活動について

相模原市の情報公開に関する特徴的な取り組み

3 財政情報のスピーディーかつ積極的な公表・公開

26
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5. 市債運営について
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市債運営について

令和元年度第1回相模原市公募公債

潤水都市さがみはら債（１０年債）

令和元年10月

100億円

愛称名

発行時期

発行規模

・資金調達を公的資金から民間資金へシフトし、財政運営の自立性を高めます

・相模原市は、市場公募地方債を継続的に発行し、流動性の確保を図ります

資金計画の状況（一般会計分）

29

（百万円、％）

資金区分 平成21年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

公的資金 14,419（60.9%） 3,437（13.5%） 2,782（9.7%） 1,974（7.4%）

全国型市場公募地方債（10年債） 0（ 0.0%） 10,000（39.4%） 10,000（34.8%） 10,000（37.3%）

住民参加型市場公募地方債（5年債） 1,000（ 4.2%） 0（ 0.0%） 0（ 0.0%） 0（ 0.0%）

銀行等引受債ほか 8,261（34.9%） 11,980（47.1%） 15,790（55.0%） 14,807（55.3%）

※※

※住民参加型市場公募地方債については、最近の低金利の市場環境では魅力ある商品性の確
保が困難なため、平成28年度より当面の間、発行を休止しています。

※相模原市公募公債は、令和２年度
に初めて第１回発行分の償還期を迎
えるに当たり、借換債の発行を予定し
ております。





お問い合わせ先

相模原市企画財政局財務部財務課 市債担当

TEL 042-769-8216 FAX 042-751-0208

Mail  zaimu@city.sagamihara.kanagawa.jp

HP  http://www.city.sagamihara.kanagawa.jp

〒252-5277 相模原市中央区中央2-11-15
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